
不動産業業況等調査結果(平成8年 10月)

1.不動産業の経営の状況

平 成 8年 1 1月 7 日

(財)土地総合研究所

(委託者:建設省、国土庁)

アンケート調査をもとに 10月 1日時点の不動産業の経営の状況について不動産業業況指数を作成し、業種毎の経

営の状況(現況)を見てみると、住宅 宅地分譲業は 4. 9、 ビル賃貸業は-29. 7、不動産流通業は

-21. 5であり、住宅・宅地分譲業は経営の状況が惑いという見方がわずかに多く、ピル賃貸業及び不動産流通業

共に経営の状況が惑いという見方が多い。前回調査時点と比較して、不動産流通業はわずかに改善し、住宅・宅地分

譲業及びピル賃貸業はわずかに悪化している。

3ヶ月後の経営の見通しについては、住宅・宅地分譲業は-18. 0、ピル賃貸業は 2. 7、不動産流通業は

ー1O. 8 であり、住宅・宅地分譲業及び不動産流通業は悪化寸るという見方が多く、ピ)~賃貸業は改善するという

見方がわずかに多い。前回調査時点と比較して、ピル賃貸業はわずかに改善し、不動産流通業は悪化し、住宅・宅地

β譲業は大幅に悪化している(表 1)。

表 l 不動産業業況指数について(平成 B年 10月)

10月 1日現在 (参考)前回調査時点 (7月 1日)
3ヶ月後の経営の 3ヶ月後の経営の

経営の状況 見通し(10月I日) 経営の状況 見通し(7月1日)
から見て から見て

住宅宅地分譲業 -4.9 18.目。 0.0 12.5 

ピル賃貸業 -2).7 2.7 幻.9 1.5 

不動産流通業 -21.5 10.8 24.2 6.8 

不動産業業況指数の作成方法については、以下のとおり。

不動産業業況指数=

{ (良いとする回答数x2+やや良いとする回答数)

一(やや悪いとする回答数+惑いとする回答数x2) }ム 27全回答数x1 00 

注.不動産業業況指数は、回答の全てが経営の状況を良いとする場合+100を示し、回答の全てが経営の状況を悪

いとする場合はー 100を示す.
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不動産業業況指数の経緯

図1ー l 経営の状況
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(参考)不動産業の業況に関するアンケート調査の結果について

表1-1 10月 1日現在の経営の状況 (括弧内は割合%)

良い やや良い 普通 やや惑い 惑い

住宅宅地分譲業 1 ( 1.6) 13 ( 21.3 ) 29( 47.5 ) 15 ( 24.6 ) 3 ( 4. 9) 

ピル賃貸業 2( 5.4 ) 日( QO) 15 ( 40.5 ) 14 ( 幻.8) 6 ( 16.2 ) 

置J塾産海通業 J( 1. 5 ) 12 ( 18.5 ) 17 ( お 2) 28( 43.1) 7 ( 10..8 ) 

表1-2 10月 1日現在の 3ヶ月後の経営の見通し

良くなる やや良くなる 変わらない やや悪くなる 悪くなる

住宅・宅地分譲業 。( 0.0 ) 6( 9.8 ) 泊( 49.2 ) 22( お.1) 3 ( 4. 9) 

ピル賃貸業 。( 0.0 ) 8.1) 33( S9.2) 2. 7 ) 。( 0.0 ) 

不動産流通業 。( 0.0 ) 13.8 ) 34( 包 3) 21 ( 32.3 ) 1. 5 ) 

表1-3 前回調査時点(7月 1臼)の経営の状況(参考)

良 い やや良い 普通 やや惑い 悪い

住宅宅地分譲業 2( 3.4 ) 16 ( 幻 1) 22( 幻 3) 18 ( ぬ5) 1.7) 

ピル賃貸業 1 ( 2. 9) 4( 11.8 ) 13 ( 38.2 ) 7( 2).6 ) 9 ( 23.5) 

不動産流通業 1 ( 1.5 ) 8 ( 12.1 ) 22( 33.3 ) 28( 42.4 ) 7 ( 10.6 ) 

表1-4 前回調査時点(7月 1日)の 3ヶ月後の経営の状況(参考)

良くなる やや良くなる 変わらない やや悪くなる 悪くなる

住宅・宅地分譲業 1 ( 1.7) 2)( お 3) 32( お 3) 7( 11. 7 ) 。( 0.0 ) 

ピル賃貸業 O( 0.0 ) 4 ( 11.8 ) 幻( 79.4) 3( 8.8 ) 。( 。目。)

不動産流通業 2( 3. 0 ) 17( 25.8) お( 54.5 ) 1O( 15.2) 1.5) 
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2.業穂別の成約・販売価格動向等

(1)住宅・宅地分譲業

住宅・宅地分譲業の用地取得件数の動向については、全体の 53%が前期と比べて横lまいて・あると回答し、全体

の25%が減少傾向、 23%が増加傾向にあると回答しており、減少傾向と噌加傾向の回答が括抗している。

成約件数の動向につては、全体の48%が前期と比べて横』まいて・あると回答し、全体の 28%が増加傾向にあ

ると回答している。

在庫戸数の動向については、全体の47%が前期と比べて減少傾向にあると回答し、全体の41%が横ばいで

あると回答している。

販売価格の動向については、全体の 61%が前期と比べて変わらないと回答し、全体の 34%が低下傾向にあ

ると回答している(表 2-1) 0 

表2-1住宅・宅地分譲業の状況について

用地取得件数 成約件数 在庫戸数 販売価格の動向
区分 計(1)ω 帥

減横 i首
方自 ば 少 加ば少 少ば加
傾い傾 傾い傾 傾い傾

圏域
i2!212 
向向

前12;zl2
向 向 向向

実数4ゴゴ二:」斗24L←〕λ一鉱ぷJ侃ぷ;滋叫2 J じ[ぬ:1叫-FJ1M -A;JJ-…ぷ)制全

% 
東

…七jJjJd土jz ベゴ:コ
京 実数

tTktd4  国

% 6.0 
大

七たいイオj 4i5iA gaIj4J 5え14JJj二体 阪 実数
圏

% 

注 1 1業者が、マンション、万建て、土地のそれぞれについて回答したものを合計しているため、項目によっては

回答数がアンケート回収数を上回っている場合がある.

注2:東京関:茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県.

大阪圏・京都府、大阪府、兵庫県、奈良県(表2-2について同様)。
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( 2 )ピル賃貸業

空室の状況については、全体の 53%が前期と比べて横ばいであると回答し、全体の 35%が減少傾向にある

と回答している。

成約賃料の動向については、全体の78%が前期と変わらないと回答している(表2-2)。

表 2-2 ピル賃貸業の状況について

圏域

区分

計 imilli!ii
体寸卜日iニiいi込ζiJ:;j}2471iゴ…つVゴ11

東京圏し???U刊山……......司"叩1十十I目叩1十ド司'"十い卜川|卜い…ん36目2妓4土h七号切オ土七土h61土h川川;hh川川L二jι;fJ!:;14;!!i:j;; ゴ凶ihi :i ムi工::i : 
大阪圏酎I"~: トト…4十h川1小h…11iパd:十トトJJ6ゴゴ山;二二ゴ3一ムバ'~'~':':I二ゴ::j:j| 5i lih。:! 2i : 

注 1業者が、各地域について回答しているため、項目によっては回答数がアンケート回収数を上回っている場合が

ある。
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(3 )不動産流通業

売却依頼の動向については、前期(平成 8年4 月 ~6 月)と比較し、横ばいの地域が培加している(表 2-3) 。

購入依頼の動向については、減少している地域が増加している(表 2-4)0 

成約件数の動向については、横ばいの地域が増加している(表2-5)。

取引価格の動向については、横ばいの地域と下落している地域が増加している(表2-6) 0 

裁，-3売却依頼の動 向

i勘目しているI出或 横.1;Jl，'IJ)t蹴 主義弘おしている地或

7月!8月!9，月 計 市糠 7月 8月:9.月 計 官軍事 7月i8月L9月 言十 官制

中古マンション 21 3 6 21 2J): 2J):幻 671 53 12i lIi 幻 44

中古戸建告主 話 話 4 B 51 23: 2J): 22 651 63 8i lIi 8 幻 31 

土 土1!! 31 4 21 241 22， 23 691 61 係 10: 8 幻 36 

計 3! 51 10 18 91 67: 62! 72 2J)1 177 援 321 2J) 81 III 

裁:-4購入依頼の動向

軸目している地獄 横ばU呪雄蛾 8謀長〉している地或
7月 8月19月 言十 暗号華 7月:8.月 9月 言十 自在賂 7月i8月:9月 計 育開

中古マンション 0: 01 5 5 71 23， 171 22 62 611 101 16 71 33 31 

中古F建住宅 4， 4: 14 22 171 231 2J)i 19 62 68 6i 鵠 11 16 14 

土 I也 31 話 71 12 181 25i 泌 m 72 72 5i 31 16 9 

言十 7: 61 2Ii 39 421 71: 601 邸 196 2J)1 211 ぉ 11 回 54 

蕃~-5 成約件数の動向

軸目してし叫蹴 様l誌のI蹴 主義品討していとは出或

7月， 8月i9月 言十 情調 7月:8月:9月 計 育協 7月!8.月， 9月 言十 情在隷

中古マンション 4 2 3 61 22: 161 ぉ 641 56 6 お 37 

中古戸建住宅 d 1， 11 141 12 251 191 21 651 71 6， 13， 21 21 16 
士 jl!! 0: 7 8 71 24: 24: 25 731 68 8， 9 21 19 24 

計 21 2J)1 251 251 7li 59i 721 2Il21 1951 251 頭 101 731 77 

基~-6取引価格の動向

上昇 やや上昇 横1;(，、 ! やや下落 下落

7月18月!9月 計 同線 7月!8月!9月 計 同繍 7月!8月 9月 計 同輔 7月j8.月19月 計 吉在期 7月i8月i9月 言十 古被

中古マンンョン 。;。。。。;li 2 01 19! 18i 22 59ω l剖 12i11 37 36 d d 。2 。
中古戸建住吉 0: 。。。2: 0: 2 4 41 25' 28' 釦 お 77 5， 2 131 18 d 。。。
土 地3 。。。場。 3 4 幻 29iω 86 86 4i 4j 31 11 9 d d 。。。

計 oi 。。。4 U 4 9 81 7li 75i 泣 228 226 24l 21: 16 61 回 d 話 。2 。

注:三大都市圏及び地方主要都市を 33地域に区分し、中古マンシヨン、中古戸建住宅及び土地の取引量及び取引価

格について、前月と比較した動向を整理したもの。各数値は、地域数を示す。

なお、 H8. 9. 1時点調査より地域の見直しを行い、上記 33地域を 34地域としている。
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(参考)

調査の概要

1.目的

本調査は、不動産市場の動向、業況等について、的確かつ迅速に把握することにより、建設・国土行政に資

することを目的とする。

2.調査対象

三大都市圏及び地方主要都市において不動産業を営む業者を対象に、不動産業の業種(住宅・宅地分譲業、

ピル賃貸業、不動産流通業)、事業規模(大手業者、中小業者)等を考慮して、 278業者選定した。

3.調査時期

毎四半期(1丹、 4月、 7月、 1 0月)

.調査項目

①経営の状況

②取引状況等(成約状況、取引価格の状況等)

5.調査方法

郵送法によるアンケート調査

6.調査機関

建設省及び国土庁の委託を受けて、財団法人土地総合研究所が調査を実施。

なお、不動産流通業に係る取引状況等については、建設省の委託を受けて財団法人土地総合研究所が実施して

いる f不動産価格動向調査(モニター調査)Jより引用。

(参考)今回アンケート回収率は次のとおり。

対象数

住宅-宅地分譲業 112 

ピル賃貸業 54 

不動産流通業 112 

言十 278 

回収数

65 

37 

65 

167 

一7

回収率

58.0% 

68.5% 

58.0% 

60.1% 

問い合わせ先

(財)土地総合研究所

手塚・栗原

Tel03(3583)2391 




